
はしがき

令和元 (2019) 年に本書の 3 訂版が発行され、その後今日まで相続登記

について多くの改正が行われました。主な改正点は次のとおりです。

① 相続登記の申請が義務化されたこと

② 相続人申告登記が制度化されたこと

③ 受遺者が相続人の場合には、迫贈の登記の単独申請が可能となった

こと

④ 相続した土地を国庫に帰属させる制度ができたこと

その他、旧姓併記が可能となったこと、所有権の移転の登記を申請する

場合には、申請人である所有者は検索用情報を申請書に記載することと

なったこと、所有権の登記名義人（所有者）の住所氏名の変更登記の申請

が義務化（令和 8 年 4 月 1 日施行）されたことなどがあります。

したがって、これらの変更に対応するために本書の改訂版を発行するこ

ととなりました。

本書は、当初は法務局の若手職員を念頭に企画されたものですので、必

要な法令、条文、通達等も検索しやすいように記載していますので、根拠

となる条文等を確認することも容易にできます。また、最近では、一般の

方が登記申請する事例も増えていますので、一般の方でもわかりやすく解

説することに努めました。本書が多くの方々に利用され、相続登記の申請

が促進されることを願っています。

終わりに、本書の発行までに株式会社日本法令の八木正尚氏には大変お

世話になり、なんとか 4 訂版刊行の運びになったことを感謝しております。

なお、本書の執筆にあたりましては、元東京法務局港主張所統括登記官

の玉山一男氏のご協力を得ました。記して御礼申し上げます。

令和 7 年 8 月

日本法令不動産登記研究会
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●凡例

法令等の略語

法 不動産登記法（平成16年 6 月 18日法律第123号）

令 不動産登記令（平成16年12月 1 日政令第379号）

規則 不動産登記規則（平成17年 2 月 18日法務省令第18号）

準則 不動産登記事務取扱手続準則（平成17年 2 月 25 日法務省民二第456

戸籍規則

登免税法

家事法

家事規則

旧民法

保管法

保管省令

婦属法

帰属令

号法務局長、地方法務局長あて法務省民事局長通達）

戸籍法施行規則（昭和22年12月 29日司法省令第94号）

登録免許税法（昭和42年 6 月 12 日法律第35号）

家事事件手続法（平成23年 5 月 25 日法律第52号）

家事事件手続規則（平成24年 7 月 17 日最高裁判所規則第 8 号）

民法（明治31年 6 月 21 日法律第 9 号）

法務局における追言書の保管等に関する法律（平成30年法律第73号）

法務局における遺言書の保管等に関する省令

相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律

相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律施行

令

帰属規則 相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律施行

規則

民事月報 法務省民事局発行の月刊誌

3 訂先例・通達集 『 3 訂版実務に役立つ不動産登記先例・通達集』（日本法令）

新しい相続法 「一問一答新しい相続法』（商事法務）

登記研究 株式会社テイハン発行月刊誌

通達等については、たとえば、「令和 6 年 3 月 15 日民二第535号民事局長通達

〔法務省HP ・『登記研究』 919号〕」と記載し、法務省のホームページと『登記

研究』の919号で確認できることを示しています。
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第 1 章

相続登記手続の概略
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口相続登記は誰でもできるか？

よく聞かれることは、「相続登記は私でもできますか？」という質問です。

この例問の中には、二つの意味があると思います。

一つは、司法書士または弁股士等による賓格者代理人に依頼しなければ
みずか

いけないのかということです。申詣する不動産を相続した相続人自らが

申請することは法令上なんら制限もありません。また、司法書士または弁
談士のような資格者代理人に依頼しなくても、たとえば相続人のうちの一

人が他の相続人の代理人となり登記申硝をすることもできますし、知り合

いを代理人として登記申請をすることもできます。

もう一つは、素人でも簡単にできるかどうかということです。登記の内

容によって一概にはいえませんが、筒単な相続登記であれば初めて登記申

請をする人でもできます。本書は、一般の方でも自ら柑続登記ができるよ

う、わかりやすく解説したものです。しかし、たとえば、高齢者の方が亡
くなった後、しばらくの間、相続登記をしていなかったような場合には、

新たな相続が開始したりして相続関係が複雑なものになっているケースが

多いので、そのような複雑なものは、司法書士に依頼するのが無難でしょ

う。また、相続登記をする前提として、土地の分箪の登記、建物の表題の

登記をするような場合には、土地家屋調査士に依頼したほうがよい場合も

あります。とりあえず、できるところまで自分でやってみるのもよいでしょ

う。また、登記所の「登記手続案内」で相談することもできます。

ただし、登記所の「登記手続案内」は予約制となっておりますので、予

め池話予約をしてから行くのがよいでしょう。その際には、相続する不動

産の最新の「登記事項証明科」を持参することをお勧めします。予約方法

は法務局のホームページを参照してください。

それでは、相続登記の流れをざっと見てみることにします。詳細な手続

は各邸に譲ります。
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■ 第 1 章 相続登記手続の概略

辺相続登記手続の概要

l 相続の開始

相続は、人の死亡によって開始します（民法882条）。亡くなった人のこ
ひそうぞくに人

とを「被相続人」といいます。たとえば、お父さんが亡くなった場合には、

お父さんが被相続人で、その妻や子が相続人となります。

2 被相続人の所有百る不動産の確認

相続登記を申請する前提として、被相続人（亡くなった人のこと）がど

のような不動産を所有していたかを確認し、その不動産の登記事項証明魯

を取得するのがよいと考えます。

• 確認する方法

i 固定賓産の評価証明苫または名寄帳で調べる

被相続人が所有していた不動産を確認するためには、市役所等の

自治体で固定資産の評価証明咎を取得して確認するのがよいでしょ

う。その際には、被相続人名義のものを全部くださいといって請求
なよせちょう

するかまたは名寄帳も請求するとよいでしょう。ただし、自治体に
よっては、名寄帳を発行していないところもあります。この固定汽

産の評価証明害は、登録免許税を計算するときにも必要となります。

ii 固定賓産納税通知書で確認する

毎年市役所等から送付される固定資涯納税通知紺で済ます人がい

ますが、ここで気を付けなくてはいけないのは、固定骰韮納税通知

書には、課税されていない不動産の記載がないため、その不動産に

ついて登記巾請を忘れることがあることです。たとえば、私道（公

衆用道路）については課税されないため、私道部分について登記を

忘れることがあります。

iii 所有不動産記録証明書の交付を受ける

令和 8 (2026) 年 2 月 2 日より相統人またはその他の一般承継人

一



は、被相続人に係る所有不動産記録証明書の交付を請求することが

できるようになります（法119条の 2. 令和 8 年 2 月 2 日施行）。こ

れは、全国の不動産について調べることができます。また、生前に

も調べることができるので遺言書を作成する際に便利です。

ただし、これは所有不動産の所有者の住所氏名が一致している不

動産の記録証明なので、住所変更や氏名変更の登記をしていない不

動産は記録から漏れることになります。なお、令和 8 年 4 月 1 日よ

り所有者（所有権の登記名義人）の住所氏名の変更登記が義務化さ

れます（法76条の 5) 。

3
 

登記事項証明書での確認 へこ. '＾ヽマ、マー•=====0

相続登記の手続を始める前に、その不動産がどのように登記されている

かを確認しておきましょう。そのためには、登記所で「登記事項証明書」

を取得しておくことをおすすめします。たとえば、父の名義だと思ってい

た不動産が祖父の名義のままであったり、旧い抵当権の設定登記が残って

いたということもあります。

「登記事項証明書」は、全国どこの登記所において誰でも交付の請求を

することができます。交付の請求方法は、登記所の窓口での請求、郵送に

よる請求のほか、インターネットでも請求することができます。

4
 

遺言書の有無の確認 •··.. ··-·.ご=·=---- 0 

相続が開始した場合、確認していただきたいのは、遺言書が存在するか

どうかです。遺言書があれば遺言書に従った相続をするのが原則だからで

す。

i 公正証書遺言の確認

昭和64 (1989) 年 1 月 1 日以降に作成された公正証書による遺言書

の有無については、公証役場（「公証人役場」ともいう）の「遣言書

検索システム」で確認することができます。この検索の費用はかかり

ません。照会する公証役場は全国のどこでもかまいませんので、最寄
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口第 1 章相続登記手続の概路口こ

りの公証役場に問い合わせてください。

公正証害遺言の存在が確認された場合には、必要に応じて公正証書

遺言の謄本を請求することができます。ただし、公正証書遺言の謄本

の請求は、遣言書を作成した公証役場に対して行います。

ii 法務局に保管されている自筆証書遺言の確認

遺言書が法務局で保管されているかどうかの確認は、遺言書保管事

実証明書の交付を請求するとできます。請求する場所は全国どこの遺

言書保管所でも請求できます。詳細は後掲第 8 章徊l(236頁）を参照
してください。管轄については法務局のホームページで確認してくだ

さい。

iii ii以外の自筆証書遺言の確認

法務局に保管されていない自箪証書遺言の場合には、被相続人の自

宅等心当たりの場所を探す方法しかありません。

5
 

遺産分割による相続 ご： ～：：ご··ーニ．7＝— ｷｷ -9  • - •• • a 

遺言書がない場合には、誰がどの遺産を相続するかを決めることになり

ます。一般的には、相続人全員で遺産分割協議をして、誰が何を相続する

かを決めることが多いでしょう。

6
 

法定相続分による相続 ．己：： •;:;:::=====:Q 

遺言書もなく、遺産分割協議もしていない場合には、法定相続分によっ

て相続登記をすることができます。

7
 

どこの登記所に申請するのか ー．．← •ー·...9".. • O 

登記の事務は、不動産の所在地を管轄する法務局、地方法務局、支局、

出張所が扱います（法 6 条 1 項）。「登記所」という名称を有する国家機関

はないのですが、不動産・商業の登記に関する事務を担当する法務局、地
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方法務局、支局、出張所のことを「登記所」といいます。

登記所の管轄区域は、行政区画すなわち市区町村またはその区域内の町
あざ

もしくは字の区域を基準として法務大臣が定めています（法務局及び地方

法務局の支局及び出張所設置規則 4 条、 5 条）。

8 登記の申請方法

登記の申請方法には、書面申請とオンライン申請がありますが、申請人

はいずれの方法によっても申請することができます。

(1) 書面申請の場合

書面申請の場合には、次の方法があります。本書は書面申請による方

法を中心に解説しています。

① 申請書と添付情報を管轄する登記所の窓口へ持参する方法

② 申請書と添付情報を管轄する登記所へ郵送等によって送付する方法

郵送の場合には、書留郵便または民間事業者による信書の送達に関

する法律 2 条 6 項に規定する一般信書便事業者もしくは同条 9 項に規

定する特定信害便事業者による同条 2 項に規定する信書便の役務で

あって、当該信書便事業者において引受けおよび配達の記録を行うも

のによって送付します（規則53条 1 項）。レターパックプラスで郵送

すると便利です。

なお、申請書等を送付する場合には、申請書等を入れた封筒の表面

に不動産登記申請書が在中する旨を明記します（同 2 項）。

(2) オンライン申請の場合

オンライン申請の場合には、次の方法があります。

なお、オンライン申請の方法の詳細については法務局のホームページ

をご覧ください。

① オンラインで申請情報と添付情報を送信する方法

② 申請情報はオンラインで送信するが、添付情報は管轄する登記所に

ロ
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持参または郵送等によって送付する方法

, 
登記の申請時期 ....一^.·;—．ユ“-一ー一 」 。

相続登記の申請が義務化されました。

令和 6 (2024) 年 4 月 1 日から相続人は自己のために相続の開始があっ

たことを知り、かつ、当該所有権を取得したことを知った日から 3 年以内

に相続による所有権移転登記を申請することが義務化されました（法76条

の 2 第 1 項）。

また、遺贈（相続人に対する追贈に限る）により所有権を取得した場合

も同様です。

迫産分割が行われた場合には、これによって不動産を取得した相続人は、

遺産分割が成立した日から3年以内に相続登記を申請しなければなりませ

ん。
おこた

もし、正当な理由がないのにその申請を怠ったときは、 10万円以下の過

料に処せられます（法164条 1 項）。

なお、令和 6 年 4 月 1 日より前に相続が開始している場合も、義務化の

対象となるので令和 9 (2027) 年 3 月 31 日までに相続登記の申請をしなけ

ればなりません。

• 相続人申告登記

早期に遺産分割協議をすることが困難な場合には、相続人である旨

の申出をすれば相続による所有権移転の登記を申請する義務を履行し

たものとみなされます（法76条の 3 第 1 項、 2 項）。詳細は後掲第16

章 (342頁）を参照してください。

10 サー登記完了までの流れ な4二'=-- 9,  3 

登記の申請をすると、登記所では申請の受付、申請書の調査、登記記録

への記録（記入）、校合の順序で処理され、登記完了予定日までに登記が

完了します。その間、申請書等に不備がある場合には、申請人または代理
ほせい うなが

人に連絡して申請の補正を促します。もし、補正に応じない場合または
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補正ができない内容のものであれば、申請は却下されるか取下げを促され

ます。

11 登記完了後 . . ; "--'.一亡．，~、一←、ズと0•-- a 

登記が完了すると、登記識別情報通知書（通知を希望しない場合等を除
てんぷ

く）、登記完了証が通知されます。また、還付を希望した添付害面も還付

されます。これらの書面は、登記所の窓口で受領することもできますし、

郵便によって受領することもできます。

窓口で受領する場合には、申請人または登記申請の代理人が出頭します

が、その際には申請書に押印した印鑑と身分証明害が必要となります。登

記の申請後に、登記識別情報通知書の受領について委任を受けた代理人は、

その旨の委任状と代理人の印鑑、身分証明書が必要となります。

資格者代理人以外の人が郵便で登記識別情報通知書を受領する場合に

は、本人限定受取郵便（特例型）で送付されます（規則63条 4 項 1 号）。

この返信用の封筒と切手は申請人の負担となりますので、申請の際に申請

書とともに提出してください。

登記識別情報通知書とは、登記識別情報(12文字の英数字を組み合わせ

たものです）を記載した書面であり、従前の登記済証（いわゆる「権利書」

のこと）と同様に大切なものです。

12 相続登記の効力 ` v r マ：デア＝~ • , 0 

改正前の民法においては特定財産承継遺言（いわゆる相続させる旨の遺

言）や相続分の指定がされた場合のように、遺言による権利変動のうち相

続を原因とするものについては、登記をしなくても、その権利取得を第三

者に対抗することができるとされていました（最判平成14年 6 月 10 日•平

成11 （受） 271 ・裁判所ホームページの「裁判例情報」で全文を確認でき

ます）。しかし、これでは登記をするメリットが少なく、相続登記をする

人が増えません。その結果、実際の所有者と登記簿上の所有者が異なり、

公示上望ましいものではありません。

口
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そこで、相続を原因とする権利変動については、遺産分割によるものの

ほか、特定財産承継遺言や相続分の指定によって利益を受ける相続人は、

登記をしなければ法定相続分を超える権利の取得を第三者に対抗すること

ができないことになりました（民法899条の 2 第 1 項）。

この改正後の規定は、改正法の施行の日（令和元年 7 月 1 日）以後に開

始した相続について適用され、同日前に開始した相続については、なお従

前の例によります（改正民法附則 2 条）。

民法899条の 2

1 相続による権利の承継は、遺産の分割によるものかどうかにかかわ

らず、次条及び第901条の規定により算定した相続分を超える部分に

ついては、登記、登録その他の対抗要件を備えなければ、第三者に対

抗することができない。

2 （省略）

三
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口相続はいつ開始するのか

相続は、被相続人の死亡によって開始します（民法882条）。旧民法の

湛籠」による生前相続は、現行法では認められていません。「死亡」には、
自然死亡はもちろん、英篠贅薔ぉよび認定死亡も含まれますので、これら
の場合にも相続が開始し（民法30条、 31条、戸籍法89条）、相続登記を申

請することができます。

ｮ

A

 

しょうじょ

戸籍簿に高齢者消除の記載がある場合、その戸籍事項証明

書を添付すれば相続登記は可能ですか。

できません。

戸籍上の高齢者消除は、あくまでも戸籍を整理するための行

政上の便宜的措置であり、これによって死亡の時期を明らかに

するものではありませんので、戸籍上の高齢者消除の記載が

あっても相続登記を行うことはできません。相続登記をするた

めには、失踪宣告の手続をとることになります（昭和32年 12

月 27日民三第1384号第三課長事務代理回答〔『登記研究』〕

123号）。
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自然死亡 ．．：：ニニ·----^-- 0 

民法では死亡の定義がされていません。しかし、死亡の時期は、戸籍簿

記載の年月日時分をもって法的に確定されます。そして、この戸籍簿への

記載は、一定の人（戸籍法87条）から届けられる死亡届に添付される死亡

診断書または検案書に基づいてされます（同法86条 2 項）。
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